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はじめに
法政大学社会学部の歴史について，『法政大学百年史』（1980年刊）は次のように記述している。
「…したがって，社会学部の前身である，この中央労働学園大学の歴史を含めて考えるならば，
社会学部の伝統は大正八年（一九一九）の財団法人『協調会』の設立にまで遡ることができる。
何故なら中央労働学園大学がまた，旧協調会の経営していた教育事業を引き継いだものであっ
たからである。」
こう述べている栢野晴夫教授自身が，社会学部教授である前に中央労働学園大学社会学部の教授
であったのであり，さらに，その前には，財団法人・協調会の研究員であった。
法政大学社会学部には，中央労働学園大学を知り協調会を知っておられる教授として栢野教授の
ほかに村山重忠教授などがおられたが，これらの教授はもはやご存命ではない。それだけではなく，
社会学部教授会で栢野教授や村山教授と同席した者はもはや退職教員の中の数人となっている。法
政大学社会学部の歴史について，多少なりとも実感を内在化させた立場で論じることができる関係
者はほとんど見当たらなくなっている。
たまたま，私の場合は，栢野教授や村山教授の教えを受けた者であっただけでなく，法政大学社
会学部教授会の一員でもあったのであり，さらに，長年に亘って法政大学大学史編纂委員会の一員
であった。それで，これまで，法政大学社会学部の歴史とその周辺史に関連する一，二のテーマに
ついて通史的記述を試みる機会に恵まれて来た。
『法政大学と戦後50年（法政大学120周年記念）』における「社会学部」および「図書館」。
『法政大学図書館100年史』における「戦後史」（部分）。
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2さらに，私の法政大学社会学部に対する帰属意識から法政大学社会学部の前史解明に関する課題
意識が強く，「社会学部前史」として次の二点について分析的記述を試みて来た(1)。
「協調会から中央労働学園へ—法政大学社会学部の前史—」『社会志林』Vol.49，No.4.
2003年３月。
「中央労働学園における大河内一男教授」『社会志林』Vol.50，No.4. 2004年３月。
ところで，法政大学社会学部の「前身の前身」である財団法人・協調会を代表する人物として添
田敬一郎がいる。添田は，同会の理事，常務理事，会長として同会27年の歴史に密着していた。そ
もそも，添田は内務省地方局長として協調会の創設に関与した人物であった。その添田について，
私は，最近， 「人物情報」を集成し統合する辞典項目執筆の機会を得た。この機会に，把捉し得た
「人物情報」を再構成し，記述的分析を加え，添田敬一郎論を試みたのが今回の一論である。期せ
ずして，以下の添田論は，私における「社会学部前史」分析作業の到達地点となっていた。
実は，私にとって，財団法人・協調会の分析は，「大学史」や「学部史」を離れたところで追究
している専門研究テーマの一つであった。私の専攻する社会労働運動史において戦前日本における
「社会政策研究センター」なる分析課題があり，そこで私が分析対象として設定しているのは財団
法人・大原社会問題研究所であり，財団法人・協調会であった。さらには，この二つの「社会政策
研究センター」の交錯関係であった。そのようなテーマに関する研究発表は以下となっている。
社会政策学会第92回大会，1996年５月，「協調会の今日的検討」（共同発表）
『戦間期日本の社会研究センター：大原社研と協調会』 2001年２月，柏書房刊。
『協調会の研究』（共同研究）2004年２月，柏書房刊。
社会政策学会第108回大会，2004年５月，「協調会研究の現状」（共同発表）　
社会政策学会第114回大会，2007年５月，「戦前における『労働安全運動』－産業福利
協会から協調会産業福利部へ－」（共同発表）
以上のような私の「協調会研究」の経過において，今回の添田敬一郎論は，その到達点の一つと
なっていた(2)。協調会の研究は，「添田協調会」を，政党政治期への対応に限局することなく，戦
後政治期への対応にまで拡大して捉えることによって，これまでとは異なった位置づけが可能にな
ったとするのが私の最近の主張となっている。　
(1) 法政大学の多摩キャンパスで「法政大学社会学部設立50周年記念式典」が開催されたのは2002年10月
13日であった。この機会になされた私の「記念講演」をもとにまとめられた小論が「協調会から中央労
働学園へ」であった。私の至らない「記念講演」には，故・栢野晴夫教授と故・村山重忠教授に対する追
悼の意が篭められていた。
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１、内務官僚歴22年，協調会役員歴27年，衆議院議員歴21年
内務官僚であった添田敬一郎が「本省勤務」であった期間は入省した直後の数ヶ月と地方局長に
就任した３年間だけであり，高等官としての在職期間22年間のほとんどは兵庫，大分，熊本，山梨，
滋賀，埼玉，山梨（再），山形など８県の任地を警察部長，事務官，県知事などの職務担当者とし
て転々とする地方官であった。添田が本省の地方局長となったのは47歳の時であり，退官した時
は50歳であった。
地方局長在任時代に財団法人・協調会の設立担当者となった添田であったが，協調会の設立直後，
添田自身が協調会常務理事の任に就くことになった。1920年，内務省を退官し，その後，協調会
常務理事の任に就いていた期間は1931年までの11年間であった。ただし，添田は，第二次大戦直後，
協調会の短い残存期間に協調会の会長職に就いているので，その期間を加えると，添田の協調会に
おける常任役職者としての在任期間は12年となる。さらに，添田は，協調会設立と同時に内務省
地方局長在任のまま協調会理事を嘱託されていた。そして，常務理事辞任後も，第二次大戦直後期
に会長となるまで，戦時下を含めた15年間，理事の任から離れることがなかった。協調会の歴史
27年間を通じ，添田と協調会の関係が切れることはなかった。
協調会の歴史27年間を政党内閣対応段階と戦時内閣対応段階とに大きく二分する把握が可能で
ある。時期区分に重ねた指導体制による区分によれば，「満州事変」以前の時期の協調会を「添田
協調会」とする把握が適当である。準戦時期から戦時体制下にかけての協調会は，吉田茂常務理事
や河原田稼吉常務理事などによって代表されていたが，内務省「派遣」の吉田も河原田も，二人と
も協調会「生え抜き」の幹部職員である町田辰次郎の実質的采配を容認していた。その意味では
1930年代の協調会をそれ以前の「添田協調会」と区分された「町田協調会」と呼ぶことができる。
なお，協調会には，短期間であったが，戦後直後期対応段階と呼ぶべき一段階があった。第二次
大戦直後期の12ヶ月であったが，この期間は，帝国憲法体制の残存期間であり，それまでの協調
会の結実期となっていた。戦後直後期の協調会の中心となり，先頭に立っていたのは喜寿を迎え会
長となる直前の添田であった。ここで「添田協調会」は，戦後直後期を含め，社会政策の調査・建
議機関としてのあり方を追求し続けた協調会の総称となる。協調会は，「吉田協調会」に対応し，
「河原田協調会」を通過し，1930年代における「町田協調会」の「偏向」を克服した「添田協調
会」として，その総体の把握が可能となる。ただし，添田の経歴においてとりあえず浮上するのは，
第二次大戦以前の状況における「添田協調会」である。
添田は，協調会の常務理事であったが，同時に，帝国議会における衆議院議員でもあった。添田
(2) 「協調会解散50周年」の時点における協調会再評価の試みが1996年における社会政策学会報告であった。
愛媛大学・矢野達雄氏，国学院大学・木下順氏に高橋を加えた報告が 『大原社会問題研究所雑誌』 No.458，
1997年１月に発表されている。2004年発表の共著 『協調会の研究』 には，多方面からの紹介・書評を得る
ことができたので，協調会研究の現状報告の意を含め，「協調会イメージの再構成—書評 『協調会の研究』 
７点を承けて」 を発表した（『大原社会問題研究所雑誌』No.579，2007年２月）。
4は，まず，協調会常務理事の任期中であった1923年，山形県の衆院補欠選挙に立候補し，当選した。
その後，一回，落選した後，1928年，普選第一回の機会に福井選挙区から立候補して当選，その
まま，同選挙区で当選７回を続けている。添田は，協調会の常務理事職から離れた後も衆議院議員
であり，所属政党は，翼賛選挙に至るまで立憲民政党（以下，民政党）であった。帝国議会におけ
る議員在職期間は，普選前の議員歴一年を加え，通算20年となっている。この議員歴は，内務官
僚出身政党所属議員としては，床次の22年に次ぐ長さであった。
添田の生涯を記録した文献としては，「添田敬一郎君記念会」（編集委員会代表・永井亨）が
1955年に発行した私家版『添田敬一郎伝』がある。以下，『添田伝』と略記し，煩を厭わず，要所
要所において参照箇所を挙げることにしたい(1)。
官職を離れた後の添田の生涯は協調会の歴史と切り離せないものとなっている。協調会史の文献
としては，「協調会解散事務所」が1948年に編纂した『財団法人・協調会誌（稿本）』がある。添
田自身が「解散人」となっていた。この『協調会誌』の異本として「編集発行者：町田辰次郎」が
1965年にタイプ印刷で発行した『協調会史ー協調会三十年の歩みー』（発行所：「協調会」偕和会，非
売品）がある(2)。以下，後者を『協調会史』と略記し，添田の閲歴摘記のテクストとする。
協調会に関する個人，共同研究の成果としては，先に挙げた文献・学会報告のほか，先駆的な業
績としてW. Dean Kinzley, Industrial Harmony in Modern Japan: the Invention of a Tadition, Routledge 
1991. がある。膨大な量の協調会資料については， 協調会本部保存資料の復刻が柏書房によってな
されている。マイクロフィルム版として『日本社会労働運動資料集成Ⅰ・Ⅱ』（2000年９月，2002
年10月）があり，冊子体として『都市・農村生活調査資料集成Ⅰ・Ⅱ』（各12巻，2001年７月，
2005年７月）がある。
２、「内務官僚党人派」としての添田敬一郎
添田敬一郎は，1871年，若狭国小浜の旧藩士・添田良平の長男として生まれた。1894年，第三
高等中学校を卒業，1898年，東京帝国大学法科大学法律学科英法科を卒業，同年，一木喜徳郎教
授の推挙を得て内務省に入省した。入省後，参事官となった添田の最初の任地は兵庫であり，上司
に床次竹二郎がいた。その後，大分県警察部長，熊本県事務官，山梨県事務官，滋賀県内務部長な
どを歴任し，県知事としては埼玉，山梨，山形の３県に赴任した。それぞれの県に在任した期間は
２年以内であった。当時の思い出を記した貞夫人の「手記」が『添田伝』に断片的に紹介されてい
て，「地方官」生活を伝える記録となっている。
原敬が内相であった1913年，添田は，埼玉県知事に任じられ，「政友会知事」と称された。在任，
(1) 添田敬一郎の履歴，関連する人脈については先に挙げた『協調会の研究』における「人物紹介」「人事
記録」「人物研究」「主要職員人名録」などを参照。
(2) 協調会史のテクストについては， 高橋彦博「『協調会誌』（稿本）と『協調会史』（正史）との間」（『大
原社会問題研究所雑誌』第445号，1995年12月）を参照。
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12ヶ月で山梨県知事に転じる。山梨県知事在任中，「恩賜県有財産売却」問題で「原案執行」の挙
に出て県会と対立し，内相が一木となった機会に山形県知事に転ぜられる。在任，22ヶ月であった。
山形知事の前任者も「原案執行」で他県に転出，その後に添田が配置された経過となっている（『添
田伝』p.42）。
山形県知事に任じられて半年後の1917年，寺内内閣の段階で，添田は内務省地方局長に任ぜら
れた。地方官であった添田が寺内内閣の段階で地方局長に抜擢された背景に内相・水野錬太郎の存
在があった。添田による1920年10月２日付けの水野宛の書簡には「多年閣下の不一方御恩顧を蒙
り現在の地位も閣下の御推輓により与へられたるものにて…」とある（『添田伝』p.47）。
地方勤務が本省勤務に転じる喜びを貞夫人の「手記」が率直に記している。地方局長への「抜
擢」については，貞夫人は「何の運動をなせし事なく…」と記している。しかし，後藤文夫が「内
閣が変るたびに地方官の大更迭が行なわれました」(1)と証言しているような，二大政党系列が交錯
する猟官政治の状況における地方官・添田の本省勤務への「抜擢」であったことが確かである。 
添田は，原内閣となり床次内相となっても，そのまま地方局長の任に止まった。添田の地方局長
としての在任期間は，1917年12月から1920年10月までの３年弱であった。この３年間に，「米騒
動」があり，協調会の設立があった。「米騒動」発生直前の状況で内務省における「救護課」の設
置がなされ，「救済事業調査会」の発足があった経過を『協調会史』が添田との関係で記している
（pp.56-57）。内務省の社会問題対応には後追いではない機敏さがあった。
地方局長の任に止まった添田が，水野と進退を共にしなかった理由に関して行った弁明が1920
年10月２日付けの水野宛の書簡であった。添田の弁明は，寺内内閣に代わった原内閣が「閣下と
御同系の内閣」であったからであるとしている（『添田伝』p.47）。水野，床次などにより内務省
「社会派」が形成され，外局としての社会局が派生し，やがて厚生省が分立し，第二次大戦後の労
働省の誕生となる。その基点部分に添田の存在が組み込まれていた。『添田伝』は，添田が，水野，
床次などと共に，「内務官僚党人派」人脈を構成する経過の素描となっている。
政党政治が展開され，政党内閣制が確定される状況で，高等官の政党系列化が常態化していた。
高等官が在職のまま立候補し，落選しても官職に留まることが容認されていた。1924年の添田が
その例となっている。原内閣以降，政友会系政権の出現，あるいは憲政会（民政党）系政権の出現
のたびに知事を罷免され，任命され，それを繰り返した例が少なくとも10を数えている。また，知
事・次官など高等官が衆議院議員に立候補した例は20を数えるとされている。これら官僚政治家
の中で，床次の当選が通算８回で添田の当選が通算７回であったのは多いほうであり，議員歴と同
時に当選回数もまた上位三位に入っていた(2)。
(1) 内政史研究会が1963年７月に行ったヒアリング記録がある。『後藤文夫氏談話第一回速記録』（内政史
研究資料第四集）。ここで後藤は，「分限令」以降の内務省高等官制度の運用実態について具体的な証言を
行っている。
(2) 升味準之輔『日本政党史論』第４巻，東大出版，1968年。第11章「官僚制と政党化」参照。
6現職官僚政界入りの最初の話題提供者となったのは床次であったが，床次は協調会館を「床次新
党」である政友本党の旗揚げ事務所として利用するなどして，「芝公園の労資協調会は政友会（分
裂以来は政友本党）の出店のやう」（『読売新聞』）との批評を受けていた(3)。ある時期，その床次と
密着していたのが添田であった。協調会館の二人は羽織袴姿がつねであったという。
３、「調査研究」機関としての協調会における添田
内務省本局の職を退き，「私設団体」協調会常務理事職へ就任する経過について，添田は「甚だ
意外且迷惑」であったと述べている（水野宛書簡）。そうならざるを得なかったのは，発足直後の
協調会が「内部の関係面白からず…中心人物を失ふ」ことになったが，後任が定まらず，結局，内
務省の添田局長と田沢義鋪書記官の退官による補充となったのであったと添田は先の書簡で水野に
報告している。
初代の協調会常務理事に任命された桑田熊蔵が更迭された事情について『添田伝』は詳しい記述
を残していない。しかし，協調会発行の月刊誌『社会政策時報』第１号の巻頭論文として澁澤栄一
の「労働問題解決の根本義」（1920年９月）が発表され，第５号と第７号に常務理事就任直後の添
田による「労働問題の帰結」（1921年１月）と「協調に対する二種の非難」（1921年３月）が発表
されている。桑田更迭の背景にあったのが協調会の協調主義に関する理念的対立であり，W. D. 
Kinzley の言う Invention of Tradition あったことは明らかであった。
また，内務省本省は添田を理事長とする予定であったが，添田とほぼ同時に常務理事に就任して
いた永井亨の反対があり，添田の理事長就任は実現しなかった。そのいきさつが，後日であるが明
らかにされている。永井は内務省ではなく，逓信省の出身であった（『協調会誌』p.179）。協調会の
構成は，その後「三人常務理事体制」と「単独常務理事体制」の間を往復することになった。
協調会の筆頭常務理事となった添田の課題は，協調主義が「温情主義」でないことを明示すると
ころにあった。添田によれば，協調主義は「社会連帯」主義であった(1)。さらに，常務理事となっ
た添田の課題は，協調主義が「労資協調主義」であっても，それが労働争議への介入を主な事業目
的とするものではないことについて一般的な理解を得るところにあった。
発足後の協調会は，その名称からして「労資協調会」であると受け取られていた。しかし，協調
会の「寄付行為」によれば，協調会の事業目的は「社会政策に関する調査研究」を行うところに置
かれていた。協調会にとって「労働争議の仲裁和解」は五番目に掲げられる事業目的にほかならな
かった（『協調会史』p.11）。
設立された協調会において，「社会政策の調査研究機関」としての機能発揮は，1920年代の前半
に提起された８点ほどの関係機関に対する「建議書」「意見書」に特徴的に示されていた。「協調会
会長 徳川家建」の名で「内閣総理大臣，内務大臣」ほか主務大臣宛に発せられる各通の「建議書」
(3) 高橋，前掲『戦間期日本の社会研究センター』における「分析Ⅶ：協調会における労働政治の試行」を
参照。
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「意見書」であり，内務省内局の高等官であった添田の真面目発揮の場がそこに見出されていた。
『協調会史』の記述は，以下の「建議書」「意見書」の記録を特に重視するものとなっている（括弧
内は同書の掲載ページ数）。
①1921年10月12日「労働委員会法制定に関する建議」（p.41）
②1922年７月10日「社会政策に関する行政事務統一機関設置に関する建議」（p.49）
③1923年２月15日「工場法改正案に関する意見書」（p.51）
④1923年９月17日「臨時国立職業紹介所設置に関する意見書」（p.57）
⑤1923年10月５日「労働統制及び失業手当支給に関する意見書」（p.57）
⑥1924年２月15日「能率増進に関する建議」（p.57）
⑦1924年４月14日「労働者募集取締令案に対する修正意見」（p.55）
⑧1925年２月23日「労働争議調停法案に対する修正意見書」（p.56）
関東大震災に関する善後対策として協調会が特に行った発言が ④⑤⑥であった。これらは，非
常対策としての失業対策であり，労働対策であり，産業復興策であった。
第51帝国議会に提案される労働争議調停法について非公式に意見を徴せられた協調会が提出し
た「意見書」が⑧であった。その冒頭には「労働組合を公認し其健全なる発達を期せざるべから
ず」と述べられてあった。
添田は，1929年９月，浜口内閣における社会政策審議会に協調会を代表して参加した（2）。そこで，
添田は「労働組合法添田私案」の作成を行った。添田私案の眼目は，労働組合の設立に関しては行
政官庁に「届け出づべし」とするところにあった（『協調会史』p.44）。
添田の数少ない『社会政策時報』への寄稿論文の中で，次の三点が，労働組合法の制定を求める
論考となっていた。「労働委員会法制定の必要」（1921年11月）。「労働組合法に就て」（1929年10月）。
「産業平和と労働組合法」（1930年９月）。添田にあるのは産業民主主義そのものであった。
労働組合法案は，1929年12月，第二次社会局案が発表され，法案化され，1931年，第59議会で
衆議院を通過した。しかし，貴族院で審議未了となった。それから，四半世紀が経った1946年の
(1) 内務省から添田とともに協調会に移った田澤義鋪も「社会連帯」主義が協調会の指導理念であるとする
論者であった（「協調主義の道徳的基礎」『社会政策時報』1921年５月）。なお，後藤文夫は協調会の定礎
者として田澤を挙げ，なぜか，添田の名を挙げることをしていない。前掲『後藤文夫氏談話第一回速記
録』。
(2) 政党内閣期における民政党は，労働組合の法的承認を含む「社会政策」論の積極的推進者となっていた。
添田の床次への同調は政友会，政友本党，憲政会との合流で止まり，それ以上は床次と同調せず，添田は
民政党所属で留まっている。政党政治期における添田の帰着点は，民政党の社会政策論への同調となって
いた。添田の政友・民政との関係については，無産政党との距離を含め，『人と人』誌における添田の論
調として概観を試みたことがある。前掲『戦間期日本の社会研究センター』（p.227.ff.）参照。
8時点で，わが国最初の労働組合法が帝国議会を通過する。その「建議」を行ったのは協調会であり，
占領体制下の帝国議会にあって，上程された労働組案法案の趣旨説明を行ったのは添田であった。
労働組合の法的承認に関する「建議」は，協調会の始点となり到達点となっている。
４、「争議調停」機関としての協調会における添田
財団法人・協調会の基金は750余万円であったが，その主な寄付者は「三井」「三菱」各100万円，
「住友」50万円などで，政府補助金は三分の一以下の200万円であった。民間企業における基金提
供者の多くは協調会を「労資協調会」と理解していた。昭和恐慌下における争議激発状況にあって
「労資協調会」に対する批判が高まった。
主要各紙が協調会批判のキャンペーンを展開した。主な批判内容は，協調会が「争議調停」に取
り組んでいないとするところにあった。「いよいよ内務省が協調会の内部調査」と伝えられたとお
り「労働争議調停に関する内務省諮問」が発せられ，協調会の「答申」がなされる事態となったこ
とが確かである(1)。
かつて，県の警察部長であり知事であり治安維持法行使の立場にあった添田であったが，協調会
の常務理事としては，警察権の行使としての強制介入とは別次元の労働争議への対応に迫られた。
協調会における労働争議への対応は労使間における「理解の増進」に努めることとなり，具体的に
は「工場委員会」制の導入と「労務管理」の「指導普及」に努めることとなった。しかし，協調会
の争議調停は「労働運動の激化」に直面していたのであり，その宥和的な取り組みについては「酬
いらるるところ必ずしも大ならざるものがあった」と回顧されている（『協調会史』p.38）。
富士瓦斯紡績会社押上工場の同盟罷業（1920年）に関連して，協調会は友愛会から「公開状」
を提示された（『協調会史』pp.32-33）。大原社会問題研究所の『日本労働年鑑』（1921年版）から
は，富士瓦斯紡の争議に関し，協調会は「仲裁和解」に対して「極めて消極的態度を持するもので
ある」との批判を提示された。
添田が常務理事であった1920年代において，協調会が以下のような争議の調停者となったこと
が『協調会史』に記録されている。藤永田造船所（1921年）。住友別子銅山（1926年）。日本楽器
会社（1926年）。大日本紡績橋場工場（1927年）。富士瓦斯紡績本庄工場（1927年）。野田醤油会社
（1928年）。横浜船渠会社（1929年）。沖電気会社（1929年）など。これらは，協調会が取り組んだ
「争議調停」の代表例にほかならなかった。
麗澤大学に保管されている「協調会労働課資料」の中に「昭和五年度に於て本会の関係したる争
議」と題された一点がある(2)。「昭和六年三月，財団法人協調会」と記された謄写刷りの文書で，
協調会の労働争議への関与を調停，防止，斡旋に三分類し，報告している。この報告書においては，
(1) 澁澤青淵記念財団竜門社編『澁澤栄一伝記資料』第三一巻，同刊行会刊，1960年，550ページ以下に
『東京朝日新聞』『読売新聞』『報知新聞』『国民新聞』など各紙の記事が収録されている。併せて，「内務
省より事務あ監査の為め出張相成候」と添え書きされた「安井事務官復命要綱写」も収められている。
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「官憲と協議しつつ調停」「最も悪質なる争議」「社長の相談に応じ助言」など，内部資料としての
生々しい記録がなされているが，対応した事例としては「斡旋」が最も多く数十件となっている。
1920年代，『社会政策時報』誌上で国内の労働争議が論評の対象とされた例は数少なく，より多
く論じられたのは産業別，業種別の「職工事情」であり「女工事情」であった。野田醤油の争議に
は添田のほか何人かの調査課・労働課の「参事」がチームを編成して対応したが，その中心になっ
ていた橋本能保利や廣池千英が『社会政策時報』で分析しているのは個別労働対策ではなく，産業
別の「労働事情」分析であった。
理事長としての添田による労働争議対応の姿勢については，松岡駒吉が野田醤油争議の例で，西
尾末廣が住友別子銅山争議の例で，「忍耐」「誠意」「人情」の人であったとの評価を与えている
（『添田伝』）。日本労働総同盟と協調会の新たな関係が，添田の争議調停姿勢によって生み出されて
いた。両者の関係は，鈴木文治と澁澤栄一の「対立」関係にあった状態から改善されていた。改善
の結果が，短期間ではあったが，第二次大戦後の協調会残存期間における松岡の協調会副会長就任
となったのであった。
第一次大戦後，日本の企業経営において「労務管理」専門職の領域が確立されるようになってい
た。一般企業において，帝国大学出身の「学士」が企業の人事部担当となり，その中から「労務管
理」の専門職を自認する幹部社員候補者が活動を開始するようになっていた。協調会の調査部や労
働課にも，専門職域としての「労働調査」を「参事」身分で担当する研究職の職員が登場していた。
草間時光，橋本能保利，広池千英，村山重忠などであるが，これらの「参事」の中から「労務管
理」の自覚的担い手が漸次，登場するようになっていた。
国家官僚制における高等官の呼称としての「参事」が，協調会においては研究員身分の呼称とし
て導入されていた。協調会の「参事」において，そのほとんどの者が帝国大学出身者であった。同
時に，そのほとんどの者が文官高等試験の合格資格を得ていないという特徴を示していた。
桂 （タカシ）の場合，企業の人事部担当から協調会の調査専門職となったケースであるが，協
調会在職時には争議調停にかかわらず，やがて「労務管理」専門職の道を自覚的に歩んだ特徴的な
例となっている。その桂は，第二次大戦後，協調会発行の『労働年鑑』を継承して「戦後版」を発
行し，中央労労働委員会の委員となった。桂はまた，協調会の後継団体である中央労働学園の理事
長となり，協調会館の「売却」担当者となった(3)。
協調会の労働課には「参事」身分の調査専門職のほかに，「嘱託」身分の「労働運動家」が何人
(2) 添田が常務理事を解かれると同時に協調会労働課を辞した廣池千英が寄贈したかなりの量の原資料が麗
澤大学図書館に保管されている。同資料に含まれていた「協調会職員録」『協調会要覧』によって職員構
成，職員実数，職員給与などの実態が判明した。拙稿「協調会研究の現状」『大原社会問題研究所雑誌』
No.538・539，2003年９・10月，参照。
(3) 桂については1973年に内政史研究会が三回に亘って行ったヒアリングの記録がある。『桂皋氏談話速記
録（上・下）』（内政史研究資料第一四六，一四七，一四八集）。前傾『協調会の研究』「主要職員人名録」
をも参照。
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か属していて，「争議介入」の専門職となっていた。大月久冶，矢次一夫などの名が記録されてい
る。添田は，野田醤油争議にあたって，「参事」の何人かを特命して争議調停に当たらせたが，同
時に「伝法肌」の大月などを雇い入れて争議現場に投入していた。野田醤油の関係者は，「あの謹
厳な添田先生が，ああいう人（大月）を影の役者として充分に使いこなした事には少々微笑を禁じ
得ない」と述べている（『添田伝』p.210）。調査専門職の桂は，矢次などを「豪傑」とし，他の労働
課員との間に一線を画していた。
野田醤油の関係者は，添田が雇っていた「影の役者」が争議解決に果たした役割について語るだ
けでなく，添田から「争議後の労務管理」について多くの指導を受けたとも語っている。大月と同
等以上に「影の役者」として活躍したであろう矢次が，添田について「野田醤油や，日本楽器のス
トライキに，挺身調停に努めて成功し…」と評価するだけでなく，「戦前における労働争議に，合
理的なルールを設定することに献身した功績」を挙げている（『添田伝』）。
添田理事長の退任と同時に協調会から離れた廣池に対し野田醤油関係者は懇切なる慰労の辞を述
べている。その書状が麗澤大資料の中に見出される。
５、帝国議会「厚生・労働」派議員としての添田
政党内閣制が終焉を迎える1931年，添田は，民政党との関係を問われ，協調会を去ることにな
った。添田の後，協調会の単独常務理事の職を担ったのは，内務省「新官僚」派と見なされていた
吉田茂であり，河原田稼吉であった。町田辰次郎が添田の常務理事退任劇に登場した人物として挙
げているのは牧野伸顕，徳川家達，澁澤栄一，床次竹次郎などであり，安岡正篤，大川周明の動き
が背後にあったとしている(1)。町田自身が暗躍していたであろうことが充分に推察される。
常務理事職から離れた添田は，1946年に協調会会長となり，第二次大戦直後における協調会の
最後の瞬間に立ち会っているが，その間，1931年から1946年の間の15年間，一見，添田は協調会
から離れた印象を与えている。たとえば，この16年間に添田が『社会政策時報』誌に登場したの
は「故床次副会長を憶ふ」（1935年10月）と「会長徳川公爵を憶ふ」（1940年７月）を発表した二回
だけである。しかし，この間も添田は協調会の理事であったのである。そして，添田に密着してい
た松村勝次郎によれば，添田は，常務理事退任後も「常・評議員会」にしばしば出席し，「侃々
諤々の論議」に加わっていたのであった（『添田伝』p.271）。
協調会常務理事職を離れた後も，添田の民政党所属衆議院議員としての地位に変わりはなかった。
民政党を与党とする挙国一意内閣であり官僚内閣であった1934年の岡田内閣の登場には，文部政
務次官として加わっている。その際，添田が岡田内閣の次官どまりで，閣僚とならなかった経緯を
示す増田義一と伊沢多喜男の書簡が『添田伝』に記録されている（pp.147-148）。
政友会と民政党が二議員ずつ分有する指定席状態にあった福井選挙区において，無投票当選と翼
賛選挙を除き，添田は，常時，二位，三位の当選者であった。多くの場合，一位を政友会候補に譲
(1) 吉田茂伝記刊行編集委員会（委員長後藤文夫）発行『吉田茂』1969年，p.156 ff.
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り，添田のトップ当選は無かった。
添田の選挙区における活動については市制実現，工場誘致，漁港拡張などに功績があったと小浜
市長が語っている例があるが，福井出身の松村勝治朗の回想によれば，添田と福井選挙区との関係
はどちらかというと疎遠であった。地元選挙区と添田を結び付ける役割を果たしていたのは，地元
の小浜中学出身者である松村であった。松村は協調会解散時の常務理事である。
添田が民政党で関与した党務は総務，政務調査会会長，顧問，などであった。添田は「民政党の
領袖」として「政友会に対峙」していた。「政党解消反対」で「最後まで奮闘」した議員であった。
翼賛政治会に入ってからも「一度は政党政治えの復活を図ろうとして同志とともに苦心」したこと
があったと松村謙三が語っている（『添田伝』）。
添田の議員歴は，選挙区との関連によるよりも，社会事業に関連する社会事業諸団体との関連で
彩られるものとなっていた(2)。添田は，内務省にあって，社会局の設置に関与し，後に内務省から
厚生省，労働省が分岐する定礎者の一人となっていた。その立場にあって，添田は，戦間期から戦
後直後期にかけて帝国議会の場を主要舞台として組織されていた社会事業関連各種委員会の多くに
関与していた。添田は，「厚生・労働」専門議員であった。中でも，国民健康保険法，医療保護法，
住宅営団法，労働組合法に関しては特別委員会委員長としてその成立に努めた実績を残している
（『添田伝』p.175）。
【別表】添田が関与した「厚生・労働」事業委員会
以下は『添田伝』から摘記。ゴチック表記は『添田伝』において特記されている委員会と事業団。
　【1920年代】
社会事業調査委員会委員（1921）　労働保険調査委員会委員（1921）　善隣館（1922年）　恩賜財団済世会理事
（1923）
帝国経済会議委員（1924）　財団法人中央社会事業協議会理事（1924）　社会政策審議会委員（1929）
　【1930年代前半】
失業防止委員会委員（1930）　失業防止委員会委員（1930）　失業対策委員会委員（1932）　都市計画中央委員会
委員（1934）
臨時ローマ字調査委員会委員（1934）　体育運動審議会委員（1934）　国語審議会委員（1934）　実業教育振興委
員会委員（1935）
度量衡制度調整委員会委員（1935）　教学刷新評議会委員（1935）　宗教制度調査委員（1935）　勤労者教育中央
会理事（1935）
　【1930年代後半】
社会事業調査委員会委員（1936）　議院制度調査会委員（1936）　貴族院制度調査会委員（1936）　社会事業調査
委員会委員（1937）
教育審議会委員（1937）　議会制度審議会委員（1938）　医薬制度審議会委員（1938）　保険院保険制度調査会委
員（1938）
国民健康保険法案委員会委員（1938）　日本米穀株式会社設立委員（1939）　勤労者教育中央会副会長（1939）
　【1940年代】
住宅対策委員会委員（1940）　医療保護法委員会（1941）　住宅営団設立委員，同理事長（1941）　借家組合法案
委員会委員（1941）
勤労者教育中央会会長（1943）　労働組合法委員会委員長（1945年）
(2) 添田が，「厚生・労働」専門議員として関与した議会におけるそれら委員会と一般的な社会事業団体を
一覧すると別表のようであり，その数は35を数える。
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冒頭で触れたように，協調会に関する共同研究の最新の成果は，2007年５月の社会政策学会第
114回大会で報告された「協調会産業福利部」とその前後関係の分析となっている。
準戦時体制下の「町田協調会」における「産業福利部」の５年間に関する解明が戦時体制に突入
する協調会独自の歩みを明らかにする経過分析となっていて，そこに「添田協調会」を総体として
把握する視点が浮上しているとするのが私の分担発表内容であった（「協調会史における『産業福利
部』の位置」『大原社会問題研究所雑誌』No. 598，2008年９月）。
今回の発表を通じて，添田敬一論は，私において以下の３点において再構成されるものとなって
いる。
〔その１，協調会最後の「建議」〕
ポツダム宣言の受諾に基づき占領体制下に入った日本の政府が，占領政策の指示を受けて，帝国
議会に「労働法制審議会」を設置したのは1945年10月であったが，協調会はそれより早く，1945
年９月の時点で「労働立法調査委員会」を発足させていた。第二次大戦終結一ヶ月の時点における
協調会理事会で「労働組合法の制定を推進すべきである」と「第一声」を発したのは添田理事であ
った（『添田伝』p.78）。
社会的な広がりを示した「労資学会其の他各方面の代表」28名による「労働立法調査委員会」
の構成は，協調会の戦後における新たな歩みを示すものとなっていた。同委員会によって同年11
月14日，「労働立法に関する意見」が発表され，厚生省を初めとする関係官庁へ建議がなされた。
また，「労働協約法」の「協調会試案」が発表された（『協調会史』pp.117-121）。
〔その２，労組法の制定と添田〕
帝国憲法の改正課題も協調会の労働法制審議において，その視野に収められていた。「新憲法中
に労働権に関する条文を入れるよう建議する」案が「労働法制審議会」において提起されている。
ただし「建議の機を逸したのは，いかにも遺憾なことであった」とされているように新憲法私案提
起まで具体化されることはなかった（『添田伝』pp.78-79）。なお，協調会における「世界各国憲法
の調査」は「有益な研究資料」であるとし，日本鉄鋼協会が「これを複製して関係方面に公表し
た」とされているが，未確認である。
旧選挙法選出議員による帝国議会は，1945年11月26日開会，12月８日閉会の第89回議会が最終
回となった。その直後の第90回帝国議会は「憲法議会」となっていた。第89回帝国議会において，
添田は労働組合法案委員会の委員長に推された。1945年12月，４日間の質疑応答を経て本会議に
上程された労働組合法は可決された。今回は，貴族院においても無事，通過した。『添田伝』は，
1930年代に労働組合法の「添田私案」が作成されてから「十有六年の星霜を閲して，茲に…」と
その成立を記し，議場における添田の報告を掲載している（p.141.以下）。
〔その３，新憲法の制定と添田〕
この時点で，添田が帝国憲法体制下にける「憲法変遷論」の視点から新たな労働法制の確定を企
図するだけでなく，憲法制定議会における新憲法提起を視野に入れ，憲法改正の文脈で新たな労働
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法制の確定を企図していたと見なせるかどうか，その点については慎重な検討が必要であろう。
第二次大戦直後，親しかったかつての内務省同僚の枕頭で，添田は「お互に死ぬまで国の為に尽
くすんだ…」と述べ，自己の金婚式の席上でも同様の言葉を述べたと記録されている（『添田伝』
p.248，p.260）。
そのような添田の「愛国心」の内容について，町田辰次郎常務理事の「協調会＝産報合体」論に
抵抗して「添田協調会」の底流を守り通した長岡保太郎常務理事は次のように述べている（『添田
伝』p.232）。
「添田さんは明治時代の官僚として，多くの官僚人と同様に，非常な愛国者であった。しかし
その愛国的感情は多分に進歩主義的理想主義的なものであって，決して独善的封建的なものでは
なかった。社会政策の普及徹底が終始その念願であり，平和主義，社会改良主義がその根底であ
ったのである。」
ちなみに，長岡は，先にも触れたように，社会学専攻者であり，タルドの群集心理学の本邦初訳
者であり，以上のように添田を回想した時は，広池学園麗沢短期大学図書館長であった。
帝国議会衆議院議員としての添田が戦間期から戦後直後期を通じ保持し続けていたのは国家官僚，
とくに内務官僚としての出自に関わる矜持であり，かつて地方局長であった立場からする「厚生・
労働」行政へのこだわりであり役割自覚であったと見ることが出来る。その場合，添田における労
働法制整備に関する積極的意図は，あくまで，帝国憲法運用の可能性として追求されていたと見る
のが妥当であると思える。
占領体制に入って2年目，協調会会長であった水野錬太郎が「戦争犯罪人」の指名を受けた。水
野の後を受けて，1946年２月，添田が協調会の会長となる。添田は，76歳であった。添田が協調
会の会長となって半年も経たない1946年７月，協調会はGHQから解散の指示を受けた。添田自身
も「マ元帥覚書」該当者として「追放処分」を受けた。「公職追放」が解除されたのは５年後の
1951年であった。添田は81歳であった。２年後，1953年10月，自宅にて死去，享年83歳。青山墓
地に眠る。
 以上
